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那珂川町ケーブルテレビ施設指定管理業務仕様書 

 

Ⅰ．仕様総則 

 

那珂川町ケーブルテレビ施設（以下「ケーブルテレビ施設」という。）の指定管

理者募集については、地方自治法、那珂川町ケーブルテレビ施設条例（以下「条

例」という。）及び那珂川町ケーブルテレビ施設指定管理者募集要項に定めるもの

のほかは、本仕様書による。また、管理運営にあたっては、関係法令、関係条例・

規則等を遵守しなければならない。 

 

１．ケーブルテレビ事業の概要と指定管理者の役割 

（１）ケーブルテレビ事業の概要 

① 施設の沿革 

有線テレビジョン放送施設設置許可 

・平成２年２月９日 第０９００７号 

② 業務区域 

那珂川町全域 

③ 施設の規模 

・伝送方式  ＨＦＣ方式（光ケーブル２２３．８㎞） 

・引込端子の数  ９，６０６端子 

・現に使用されている引込端子の数 ４，４５９端子 

※伝送方式、引込端子の数については、令和５年８月１日現在のもので

あり、指定の期間中における施設の規模については、ケーブルテレビ

施設光化整備事業の進捗により変更となります。 

④ 基本利用料 

月１，６００円 

※ケーブルテレビ施設光化整備事業による接続が完了した加入者へ

の基本利用料は無料。テレビの再放送サービスについてはオプショ

ンサービスに移行） 

⑤ 基本サービス 

ア 地上波デジタル放送の再放送 ８波 

イ 衛星ＢＳデジタル放送の再放送 ９波 

ウ ＦＭラジオ放送の再放送 ３波 

エ 自主放送番組（コミュニティチャンネル） 

オ 音声告知放送（緊急放送、連絡放送、グループ放送） 

カ 加入者間域内無料電話サービス 

キ データ放送 
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 ※基本サービス（ケーブルテレビ施設光化整備事業による接続が完了し

た加入者への提供サービス） 

ア 音声告知放送（緊急放送、連絡放送、グループ放送） 

イ ＦＭラジオ放送の再放送 ３波 

⑥ オプションサービス（有料） 

ア インターネット接続サービス 

イ ＣＳ有料放送サービス 

ウ ＳＴＢレンタルサービス 

※オプションサービス（有料）（ケーブルテレビ施設光化整備事業による

接続が完了し た加入者への提供サービス） 

ア 地上波デジタル放送の再放送 ８波 

イ 衛星ＢＳデジタル放送の再放送 

ウ 自主放送番組（コミュニティチャンネル） 

エ データ放送 

オ インターネット接続サービス 

 

（２）指定管理者の役割 

ケーブルテレビ施設は、町民の生活環境の向上及び地域全体の活性化を

図るため、情報通信ネットワークを利用した積極的な行政情報等の提供を

行うとともに、災害等の緊急時には町民に対し迅速かつ的確な情報伝達を

行うことにより高度情報化社会に適応したまちづくりを目的として設置

された。この設置目的を基本として、指定管理者は施設設備の維持管理及

びケーブルテレビ事業の運営業務を行う。 

 

２．用語の定義 

本仕様書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）維持管理 

伝送設備を含む放送法に係る全ての関連施設、設備の保守及び管理を行

うことをいう。 

（２）運営 

放送法に基づく全ての業務の継続的な経営を行うことをいう。 

 

３．指定管理者が維持管理する施設及び設備（以下「施設等」という。） 

（１）名称 

那珂川町ケーブルテレビ施設 

（２）放送センター等の位置 

① 那珂川町ケーブルテレビ放送センター 

那珂川町馬頭１１６番地５ 
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② 那珂川町ケーブルテレビ小川サブセンター 

那珂川町小川２８１４番地１ 

（３）施設等の概要 

① 開設年月 

平成２１年４月（小川サブセンター平成３１年１月移設） 

② 延床面積 

３３１．９４㎡ 

（ロビー、事務室、会議室、スタジオ、調整室、サーバ室、倉庫、 

 その他） 

③ 構造 

ＲＣ造平屋建 （小川サブセンター：パネル組造） 

④ 施設等の内容 

ア 本部施設 

局舎及び局舎に収容されている設備、機器等 

イ 伝送路設備 

・ケーブル延長  

幹線（光ファイバーケーブル） ２２３，８００ｍ 

分配線（同軸ケーブル）    ３３９，０００ｍ 

引込線（同軸ケーブル）    １６５，２００ｍ 

・柱上型光送受信機    ３２３台 

・双方向延長増幅器    ５５１台 

・引込端子の数    ９，６０６端子 

・電柱  自営柱（３，０１７本） 

共架柱（東京電力柱８，３５８本、ＮＴＴ柱１，２３２本） 

      ※伝送路設備については、令和５年８月１日現在のものであり、指

定の期間中における設備については、ケーブルテレビ施設光化整

備事業の進捗により変更となります。 

ウ 送出設備 

・地上放送設備一式（地上デジタル） 

・衛星放送設備一式（ＢＳ） 

・光送受信装置一式 

・ステータスモニター一式 

エ 受信点設備 

・放送センター屋上  アンテナ一式 

（地上デジタル、ＢＳ) 

･久那瀬受信点  アンテナ一式（ＦＭラジオ） 

オ 多重情報伝送設備 

センター設備、多重情報受信機及び付属設備 

カ 情報ネットワーク設備 
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情報端末及びネットワーク関連機器一式 

キ 自主放送設備 

・ビデオカメラ一式 

・映像音声調整装置一式 

・番組編集装置一式 

・番組自動送出装置一式 

・照明装置一式 

 

４．維持管理等に要する経費 

ケーブルテレビ施設の維持管理及び運営にかかる経費は、町が指定管理料

として支払うものとし、町と指定管理者が協議のうえ決定するものとする。 

  ※ケーブルテレビ施設光化整備事業期間中の当該事業に係る設備保守点検費、

移設等工事費等は指定管理料に含みません。 

 

５．指定管理者が行う業務 

次に掲げる業務とし、Ⅱ．業務仕様に記載する内容を満たすものであるこ

と。 

なお指定管理者が業務の全てを委託することは認めないが、個別業務を他

者に委託することは可能である。その場合は町との協議のうえ、他者に委託

するものとする。 

また、ケーブルテレビ施設光化整備事業期間中につき、ケーブルテレビ施

設光化整備事業の対象となる業務については、指定管理者が行う業務の範囲

外となるが、ケーブルテレビ放送センターの運営及び施設の維持管理上必要

と認められるものについては、ケーブルテレビ施設光化整備事業の受注事業

者及び指定管理者双方の求めに応じ協力体制を執ることとする。 

（１）ケーブルテレビ施設の維持管理及び運営に関する業務 

① 施設等の維持管理に関する業務 

② 利用者の加入申込・変更申込・廃止申込等各種申請承認・加入者管理

に関する業務（ケーブルテレビ施設光化整備事業対象エリアにおける

接続切替及び音声告知端末設置に関する業務を除く） 

③ 利用者の加入承認等に基づき引込工事・宅内機器設置工事等を行う業

務（ケーブルテレビ施設光化整備事業対象エリアにおける接続切替及び

音声告知端末設置に関する工事を除く） 

④ 再放送業務における各局同意書の申請及び関係機関との連絡調整に関

する業務 

⑤ 施設等の整備・変更に伴う届出・許可申請及び関係機関との連絡調整

に関する業務 

⑥ 再放送業務等における著作権処理に関する業務 

⑦ 利用料等の賦課及び徴収に関する業務 
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⑧ ケーブルテレビ施設に係る新たなサービスに関する業務 

⑨ 上記に掲げるものの他町長が必要と認める業務 

（２）ケーブルテレビ施設に関する保守業務 

① 電気設備（受変電設備、非常用電源設備、電灯設備、弱電設備、電話

機等） 

② 空調設備（空調機、換気設備その他） 

③ スタジオ設備、編集設備、送出設備 

④ 法定点検 

⑤ 消耗品交換 

⑥ 修繕 

⑦ 警備（防犯・施錠管理、防火・消火対策） 

⑧ 清掃、廃棄物処理、害虫駆除 

⑨ 植栽管理 

（３）放送等の運営に関する業務 

① 番組制作に関する業務 

② コミュニティチャンネルの運営に関する業務 

③ コミュニティチャンネルの送出に関する業務 

④ 同時再放送の送出に関する業務 

⑤ 音声告知放送の放送に関する業務 

（４）その他必要な業務 

① 利用者に対する告知等 

② 設置物の管理 

③ 鍵の管理 

④ 郵便物等の管理 

⑤ 文書の管理 

⑥ 事業報告 

⑦ 関係機関等との連絡調整及び事業報告 

⑧ 物品の管理 
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Ⅱ．業務仕様 

 

１．施設等の管理運営全般に関する事項 

（１）管理責任者の配置 

① 管理責任者及び防火責任者を配置すること。管理責任者は、各業務全

般についてその責任を負うものとする。 

（２）施設管理計画 

① 指定管理者が行う業務に関する管理計画書（以下「管理計画書」とい

う。）を作成し、町へ提出すること。 

② 個別業務が管理計画書により実施されることを確認するとともに、不

適合な業務については適宜改善していくこと。 

（３）職員の管理 

① 本業務に従事する職員（以下「業務従事者」という。）に必要な研修を

行い、その資質向上に努めること。 

② 業務従事者の健康管理に努めること。 

③ 本業務の一部を他者に委託する場合も、委託先との契約において必要

な措置を講ずること。 

（４）個人情報の保護 

① 那珂川町個人情報保護条例の趣旨を尊重し、同条例の内容及び趣旨を

充分に理解したうえで管理運営業務にあたること。 

② 本業務の一部を委託する場合は、委託先との契約において同規定の遵

守事項を明記すること。 

（５）守秘義務 

① 指定管理者は、業務従事者が職務遂行中に知り得た情報を漏えいしな

いよう、厳格な管理を行わなければならない。 

（６）安全管理等 

① 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図ると

ともに、利用者及び業務従事者の安全確保に努めること。 

② 衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努める

こと。 

③ 指定管理者は、業務従事者が建物、設備機器、工作物、備品等に破損

個所又は破損しそうな箇所を発見したときは、直ちに町に報告し、そ

の指示に従うものとする。ただし、容易に補修可能な小修繕について

は、指定管理者の判断で補修を行うこととする。 

（７）協力体制 

① 町が主催又は後援等によりイベントを実施するにあたり、町からの協

力要請があった場合は、業務に支障のない範囲で協力すること。 

② 施設等の管理上必要な情報を町が求めた場合は、速やかに提示するこ
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と。 

③ 法令等に基づき実施される各種検査及び監督に対応すること。 

（８）報告業務 

① 管理計画、管理責任者の変更等、重要な変更がある場合は、速やかに

町へ報告すること。 

（９）損害賠償等 

① 指定管理者は、故意若しくは過失により管理物件を損傷し、又は滅失

したときは、それによって生じた損害を町に賠償しなければならない。

ただし、町が特別の事情があると認めたときは、その限りではない。 

（１０）第三者への賠償 

① 本業務の実施において、指定管理者の責めに帰すべき事由により第三

者に損害が生じた場合、指定管理者はその損害を賠償しなければなら

ない。ただし、その損害が町の責めに帰すべき事由又は町及び指定管

理者の双方の責めに帰すことができない事由による場合は、その限り

ではない。 

（１１）保険の加入 

① 指定管理者は、賠償事故に対応する保険に加入すること。なお、補償

額は次に掲げる額以上とすること。 

・身体賠償１名につき１億円 

・１事故につき１億円 

・財物賠償１事故につき１，０００万円 

② 前項に規定する保険に加入したときは、直ちに保険証券の写しを町に

提出すること。 

 

２．施設管理に関する詳細事項 

（１）ケーブルテレビ施設の運営に関する業務 

① 利用者の加入申込・変更申込・休止申込等各種申請承認・加入者管理

に関する業務を行うこと。 

② 条例に規定する各種申請等の様式を備え、利用者及び利用希望者の求

めに応じてそれらを配布するとともに、手続きの概要を説明すること。 

③ ケーブルテレビ施設の利用に関する問合せを受けたときは、利用申請

場所について確認し、利用可能場所である場合は、加入申込受付及び

引込工事等日程について利用希望者と調整する。 

④ 日本テレビ、ＴＢＳテレビ、フジテレビ、テレビ朝日、テレビ東京、

ＮＨＫ、とちぎテレビ、各ＢＳ放送局及びＦＭ放送局との間の再送信

の同意に関する手続きに係る事務を行うこと。 

⑤ 放送業務等において、各種著作権協会等から著作権料の請求があった

場合、支払等の処理を行うこと。 

⑥ 加入者間域内無料電話サービスに関して、現行のサービス提供と同等



   

- 8 - 
 

以上のサービスを提供すること。（ケーブルテレビ施設光化整備事業に

よる接続が完了した加入者を除く） 

⑦ テレビインターネット通信に関して、現行のサービス提供と同等以上

のサービスを提供すること。（ケーブルテレビ施設光化整備事業による

接続が完了した加入者を除く） 

⑧ インターネット接続サービスに関して、現行のサービス提供と同等以

上のサービスを提供すること。 

⑨ ＳＴＢレンタルサービスに関して、現行のサービス提供と同等以上の

サービスを提供すること。（ケーブルテレビ施設光化整備事業による接

続が完了した加入者を除く） 

⑩ 利用料等の賦課及び徴収に関する事務を行うこと。 

⑪ 加入促進のため各種講座開講を実施すること。 

ア 講座内容については、町と協議のうえ決定すること。 

イ 小学生等を対象とした「子どもまち記者事業」を平成２８年度から実

施しているので、同等以上の事業を継続実施すること。 

ウ パソコンやスマートホン等の使用が不慣れな町民を対象に使い方講

座を実施すること。 

⑫ ケーブルテレビ加入者アンケートを実施すること。なお、実施時期・

内容については、町と協議のうえ決定すること。 

⑬ その他町長が必要と認める業務を行うこと。 

（２）ケーブルテレビ施設の維持管理に関する業務 

① 業務概要及び施設設備の機能、提供サービス等を充分に理解し、利用

者及び利用希望者に対し適切な説明を行うこと。 

② 利用者からの放送関連機器（宅内機器を含む）の故障、不具合に関す

る問合せ等への対応体制を明確にし、常に対応できる業務体制を整え

ること。 

③ 放送関連機器の故障、不具合等への監視体制を明確にし、常に対応で

きる業務体制を整えること。 

④ 伝送施設（放送センター並びに小川サブセンター内の光送受信機に接

続する光コネクターケーブルから保安器又は、メディアコンバータま

で）の設備管理・運用・保守業務を行うこと。 

ア 伝送路管理業務（幹線及び枝線、ノードアンプ、接続クロージャー等

を含む） 

イ 伝送施設の定期点検を年１回以上行い、報告書を提出すること。 

ウ 伝送施設機器の不良による交換等においては、レベル測定及び調整を

行い適正なレベルを確保すること。 

エ 加入者の脱退等（脱退・休止・移設）においては、引込線及び保安器

の撤去を行うこと。（ケーブルテレビ施設光化整備事業による接続が

完了した加入者については、引込線及びＶ－ＯＮＵの撤去を行うこ



   

- 9 - 
 

と。） 

オ 利用停止においては、タップオフから引込線を取り外すこと。（ケー

ブルテレビ施設光化整備事業による接続が完了した加入者について

は、                ） 

カ 伝送施設に関連する工事においては、現地を調査し見積書を作成する

こと。 

キ 月１回程度伝送路の目視巡回を行い、倒木等の障害を確認したときは、

それらの撤去作業等を行うこと。 

ク 東京電力柱、ＮＴＴ柱共架管理業務を行うこと。 

ケ 自営柱（支柱、支線管理を含む。）の管理業務を行うこと。 

コ 東京電力柱、ＮＴＴ柱の支障移転対応業務を行うこと。 

サ 自営柱の支障移転対応業務を行うこと。 

⑤ 放送センター等各種設備の管理・運用・保守業務を行うこと。設備内

容については、別紙「Ⅲ．設備明細」のとおりとする。 

⑥ 宅内機器（ＳＴＢ、音声告知放送受信機及び加入者間域内無料電話機）

の保守管理業務を行うこと。（ケーブルテレビ施設光化整備事業による

接続が完了した加入者については、音声告知放送受信機及びＤ－ＯＮ

Ｕの保守管理業務を行うこと。） 

ア 新規加入、移設等においては、宅内機器の設置及び操作説明を行うこ

と。 

イ 加入者の脱退等においては、速やかに宅内機器の撤去を行うこと。 

ウ 宅内機器の故障や操作に関しての問い合わせに対応するとともに、必

要に応じて、現地で修理・交換・操作説明を行うこと。 

⑦ 自然災害等の停電時及び緊急時による復旧業務を行うこと。 

ア 雷、火災、地震、洪水、事故等により停電又は、ケーブルテレビ施設

の設備等の故障により放送・通信に支障が生じた場合、速やかに復旧

すること。 

⑧ その他ケーブルテレビ施設維持管理に必要な業務を行うこと。 

（３）自主放送番組及び音声告知放送に関する業務 

① ニュース番組の制作・放送業務を行うこと。 

ア 地域・学校行事、スポーツ、文化・教育、産業など幅広い分野でニュ

ースを制作すること。 

イ ニュース収録は、原則、毎週火曜日と金曜日とし、３０分以内の完成

パッケージを制作すること。 

ウ 一年を上半期下半期に分けて、ニュースのダイジェスト版を制作する

こと。 

エ 制作内容、放送回数等については、町と協議して決定すること。 

② 企画番組の制作・放送業務を行うこと。 

ア こども、高齢者、健康、安全安心、歴史、文化・芸術、スポーツ、農
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林商工業、学校、行政情報など幅広い分野から、町の魅力を紹介する

番組を制作すること。 

イ 放送時間は、原則、３０分以内とする。 

エ 制作内容、放送回数等については、町と協議して決定すること。 

③ 議会定例会等の中継・録画・放送業務を行うこと。 

ア 町議会定例会（年４回）について、生中継するとともに収録をし、当

日の午後７時から録画放送をすること。 

イ 町議会臨時会（年３回程度）について、生中継するとともに収録をし、

当日の午後７時から録画放送をすること。 

④ 中継・録画番組の制作・放送業務を行うこと。 

ア 町イベント等が行われる場合は、町と協議のうえ、必要に応じ生中継

をするとともに録画をし、後日日程を調整のうえ放送すること。 

イ 町長又は町議会議員の選挙が行われる場合は、開票速報を生中継する

こと。収録様式については、町と協議して決定すること。 

⑤ 映像ＣＭの制作・放送業務を行うこと。 

ア 事業所等から映像ＣＭの申込があった場合は、企画立案を含め制作・

放送を行うこと。 

⑥ 緊急及び休日（土曜・日曜・祝祭日）の取材については、可能な限り

対応すること。 

⑦ 各種番組制作及び中継に要する機材等（カメラ、三脚、編集機器等）

また、スタジオ収録に要する設備等（スイッチャー、音声調整卓、ス

タジオカメラ等）は、原則、放送センター内のものを利用すること。 

⑧ テープ、ライブラリー管理業務を行うこと。 

ア 取材用テープの適正な保管管理を行うこと。 

イ 完成パッケージの適正なライブラリー管理を行うこと。 

⑨ 文字放送の制作・放送業務を行うとともに、放送依頼書の整理及び集

計等を行うこと。 

⑩ 音声告知放送業務を行うとともに、放送依頼書の整理及び集計等を行

うこと。 

⑪ サブチャンネルにおいて、県営処分場の放送業務を行うこと。 

⑫ その他自主放送番組及び音声告知放送に関する必要な業務を行うこと。 

（４）その他ケーブルテレビ施設の管理運営上必要な業務 

① 鍵の管理 

ア ケーブルテレビ施設の各種鍵はキーボックスに整理して管理するこ

と。 

イ 警備のセット及び解除に使用する鍵類は台帳により管理すること。 

ウ 前号ア及びイの鍵類を紛失したときは、直ちにセキュリティ上必要な

対策を講じるとともに町に報告すること。 

② 郵便物等の管理 
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ア 郵便物等の預かりなど適正な管理を行うこと。 

イ 配達先が特定できない郵便物の扱いは、町の指示を受けて対処するこ

と。 

③ 文書の管理 

ア 管理業務に関わる書類等は、那珂川町文書取扱規程に基づき管理する

こと。 

イ 管理業務遂行のために町が指定管理者に貸与する図書類は、紛失、毀

損、汚損等がないよう適正に管理すること。 

④ 物品の管理 

町の所有する物品については、那珂川町財務規則に基づき適正に管理

を行うこと。物品の一覧は、備品台帳による。 

⑤ 関連団体等との連携 

栃木県ケーブルテレビ連絡協議会等と連携し、放送及び放送技術の向

上に努めること。 

（５）留意事項 

① 本業務を遂行するうえで、新たに必要となる複合機、パソコン等の事

務機器、事務用品及び電話機等の備品については、その一切を指定管

理者が用意すること。 

② 保守、点検等の作業実施については、利用者の利用時間帯に配慮する

こと。特に停波を伴う場合は、あらかじめ作業時間帯を検討し、利用

者に対し充分な周知期間を設け作業を実施すること。 

③ 保守点検の結果、部品の取替、修理等が必要となった場合は、町と協

議のうえ、１０万円未満の修理については、指定管理者の負担により

速やかに処置すること。 

④ 指定管理者は、設備等の動作不良及び故障発生を認知した場合は、速

やかに原因を究明し、対処すること。 

⑤ 保守点検の結果生じる消耗品、使用済み部品等廃棄品の廃棄は、指定

管理者が責任をもって行うこと。 

⑥ 定期点検及び保守管理中、経年変化による自然劣化及び滅失、破損等

取替を要する部品、機器が生じたときは、直ちに処置方法を検討し、

修繕においては速やかに実施すること。 

⑦ 定期点検を行った後は、速やかに点検結果等を記録し保存すること。 

⑧ 設備の修繕、改修等にあたっては、事前調整及び施工状況の指導及び

監督をすること。 

 

３．清掃に関する詳細事項 

放送センター内外の清掃業務等については、美観及び環境を常に良好な状

態に保つこと。 

（１）業務内容 
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① 放送センター内の床面・壁面・天井・扉・窓ガラス・トイレ等の日常

清掃 

② 屋外の清掃及び散水 

③ 病害虫の駆除 

④ 鉢付植木の日常管理 

⑤ その他美観及び環境保全に必要な清掃 

 

（２）使用材料等の負担 

清掃作業に必要な機械器具及びワックス、洗剤、ごみ袋、薬剤、トイレ

ットペーパー、トイレ消臭剤等の消耗品は、指定管理者の負担とする。 

４．植栽に関する詳細事項 

敷地内の植栽の管理業務については、施設の美観及び環境を常に良好な状

態に保つこと。 

（１）植栽管理業務の範囲 

放送センター周辺部 

（２）業務内容 

除草、芝生の手入れ 

（３）作業 

作業は必要に応じ実施すること。 

 

５．修繕に関する詳細事項 

（１）指定管理者が負担する修繕 

ケーブルテレビ施設及び備品の修繕について、修繕費が１件あたり１０

万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものは、指定管理者の負担

とする。 

 

（２）町が負担する修繕 

ケーブルテレビ施設及び備品の修繕について、修繕費が１件あたり１０

万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものは、町の負担とする。

ただし、指定管理者が早期の処置を講じず、又は適正な管理を怠るなど、

乙の責めに帰すべき事由により修繕の必要が生じたときは、指定管理者の

負担とする。 

 

６．警備に関する詳細事項 

（１）鍵の預託 

町は、本業務遂行にあたり必要な鍵を指定管理者に預託する。指定管 

理者は、鍵を厳重に管理しなければならない。 

（２）警備業務 

① 警備業務は、引き続き警備会社へ業務委託することができる。 
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② 緊急事態が発生した場合は、速やかに町に届けることとする。 

 

７．広報活動 

以下に掲げる各種の媒体を活用し、ケーブルテレビ施設の広報に努め、加

入促進を図ること。 

（１）町の広報媒体等の利用 

町が適当と認める場合は、指定管理者が行う事業について、広報なか 

がわ、町ホームページを利用することができる。 

（２）パンフレット、加入の手引き 

① パンフレット及び加入の手引きは、必要に応じ作成すること。デザイ 

ン、記載内容については、事前に町と協議すること。 

② パンフレット及び加入の手引きの作成に係る費用は、指定管理者の負 

担とする。 

（３）ホームページの更新等 

① 放送センターで開設しているホームページを随時更新すること。 

② ホームページの更新において費用が発生した場合は、指定管理者の負 

担とする。 

（４）その他広報 

上記以外の広報媒体を利用して、ケーブルテレビ施設の広報を行おう

とするときは、広報する内容及び媒体の特性等について事前に町と協議

し、承認を得なければならない。 

（５）営業活動 

ケーブルテレビ施設に係る営業活動を行うときは、営業する内容及び

営業対象について事前に町と協議しなければならない。 

※営業活動とは、ケーブルテレビ施設の利用促進を目的として事業所、

個人住宅等を訪問し、利用を依頼する活動をいう。 

 

８．非常事態時の対応 

（１）体制の整備 

指定管理者は、緊急時のマニュアルや緊急連絡網の作成等、緊急時に対

応できる体制を整備しなければならない。 

（２）非常事態時の対応 

放送センターにおいて、災害、事故、犯罪等の非常事態の発生が予想さ

れるとき、又は発生したときは、直ちに町に報告し、その指示を受けなけ

ればならない。ただし、事態が緊急を要する場合においては、利用者の安

全確保に関する措置及び施設等の保全措置を講じた後、速やかに町に報告

すること。 
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９．備品及び消耗品 

（１）放送センターの備品及び消耗品（以下「備品等」という。）は、本業務の

範囲内において、指定管理者に無償で使用させる。指定管理者は、善良な

る管理者の注意をもって使用すること。 

その他、本業務を遂行するため必要とする備品等については、あらかじ

め町の了解を得て、指定管理者の負担により放送センターに備えること。 

（２）備品等の補充については、町と協議のうえ、補充および負担すること。 

（３）備品等の貸与期間は、指定管理者の指定の期間と同一の期間とする。た

だし、町が指定管理者の指定を取り消したときは、その取り消した日まで

とする。 

 

１０．管理経費の経理 

（１）経理の整備 

指定管理者は、ケーブルテレビ施設の指定管理業務に係る経理を適切に

行い、管理経費等の収支の状況を適正に把握すること。 

（２）会計の独立 

① ケーブルテレビ施設の指定管理業務に係る支出及び収入は、他の会計

とは明確に区分して管理すること。 

② ケーブルテレビ施設の指定管理業務に係る支出及び収入は、指定管理

業務の係る専用口座により管理すること。ただし、これにより難い場

合は、町と協議のうえ、その取扱いを決定するものとする。 

（３）会計に関する書類の保存 

会計伝票及び会計帳簿並びに証拠書類については、毎年度終了後少なく

とも５年間保存すること。 

（４）会計期間 

毎年度終了後、事業報告書において管理経費の収支状況を報告する場合

は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間の収支状況を報告するこ

と。 

 

１１．自主事業の実施 

町が、指定管理者から提案された事業の内容が施設の設置目的に合致して

おり、公の施設の運営に支障を及ぼさないと認めるとき、指定管理者は各種

イベント、教室等の自主事業を行うことができる。 

（１）申請時に提案された自主事業 

指定管理者の指定の申請時に提案のあった自主事業については、別途実

施の許可、不許可及び条件等を指示するので、当該指示に基づき、自主事

業にあたること。 

（２）事業計画書の提出及び実施報告書の提出 

① 自主事業を実施する場合は、自主事業に関する事業計画書を町に提出
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し承認を得ること。 

② 実施後は自主事業実施報告書を町に提出すること。 

（３）自主事業に係る経費 

自主事業に係る経費については、指定管理者の負担とし、町が支払う指

定管理料とは別に経理し、自主事業実績報告書において併せて報告するこ

と。 

 

１２．留意事項 

（１）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、

特定の個人及び団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（２）指定管理者が施設等の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成又は改訂

するときは、事前に町と協議を行うこと。 

（３）各種規定がない場合は、町の諸規定に準じて業務を実施すること。 

（４）指定管理者といえども施設等を行政目的外に使用することはできない。 

（５）利用者からの苦情等にも原則指定管理者が対応すること。 

（６）業務不履行時の処理 

① 指定管理者が行う業務が仕様書及び選定時の提案内容を満たしていな

いとき、又は利用者が施設を利用するうえで明らかに利便性を欠く場

合は、町は指定管理者に対して改善の指示をすることができる。 

② 町は、指定管理者が前項の指示に従わないときはその指定を取り消し、

又は期間を定めて停止することができることとし、取り消し後及び停

止期間に係る指定管理料は支払わない。 

 

１３．責任分担 

協定締結にあたり、町が想定する責任分担の方針は次のとおりである。細

部については、町と指定管理者が締結する協定で定める。 

項目 内容 町 指定管理者 

物価の変動 
人件費、光熱水費等の変動に伴う経費

の増加 
 ○ 

資金調達等 運営上必要な初期投資、資金の確保  ○ 

施 設 設 備 の

損傷 

火災・天災等によるもの ○  

施設等の管理上の瑕疵に係る損害  ○ 

経年変化など自然劣化によるもの（小

規模なもの） 
 ○ 

光化整備により更新を予定している設

備のうち保守対象外のもの 
〇  

（上記以外） 協議による 

事故等によるもの 協議による 

第三者による行為で相手方が特定でき 協議による 
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ないもの 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼすもの ○  

指定管理者に影響を及ぼすもの  ○ 

第 三 者 へ の

賠償 

指定管理者としての注意を怠ったこと

によるもの 
 ○ 

不可抗力によるもの ○  

セ キ ュ リ テ

ィ 

情報漏えい、警備不備による事故及び

犯罪の発生 
 ○ 

事 業 終 了 時

の費用 

指定期間終了時、期間途中における業

務の廃止又は指定取り消しによる事業

者の撤収費用 

 ○ 

 


